
沼田市も少子高齢化・人口減少が続いています。若者世

代の定着・子どもを産み育てられる条件を広げなければな

りません。保育園保育料の無料化の拡大や学童保育料への

支援拡大、学校給食の無料化、遅れている保育園・幼稚園

の耐震化の推進など、こどもの安全を最優先する助成策な

どを、また子育て中の若い世代への定住策などにも取り組

む必要があります。さら 

に就学援助は最低でも国 

の示している項目は実施すべきです。原発事故 

による放射能汚染対策においても、子どもや妊 

産婦の健康診査実施が求められています。 
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 監査委員の審査意見書では、沼田市の基金（貯金）の１３年

度末の総計は６６億９，８４２万円です。そのうち財政調整基

金（普通預金）は、３８億円、合併振興基金（定期積立）は、

１８億円です。これらは、市民福祉向上など市の事業に使用で

きます。＊注（ ）内は、わかりやすくするために一般家庭的

な表現を用いました。 

 

井之川博幸議員は、古くなった「沼田市中小企業振 

興条例」を廃止し、中小企業の振興に重点を置き全面 

改正された「中小企業基本法」をもとに、沼田の特性 

を生かした地場産業を育成し、「地域循環経済」なども 

取り入れた新しい時代に合った「産業振興条例」を策 

定することが、地域産業の復興・振興につながると訴 

えました。 

市長は、「研究してまいりたい」と消極的な姿勢を示しました。 

つぎに井之川議員は、市長が公約した農産物のブランド化や６次産業化な

ど沼田市の農業の振興策を推進しなが

ら、市内農業を活性化させるためには、

市独自の「農業振興計画」を策定すると

ともに、強力な指導体制が必要であり、

「農業公社」など農業振興策を推進する

組織を設立することが重要であると訴え 

ました。 

 景気回復のバロメーターとなる市民税は、県内南部の市に比

べ景気回復のきざしはなく、個人は約２０億円で前年比△１．

５％で３千万円減少、法人は約３億７千万円で△０．１％、５

０万円の減少でした。 

 市税全体では、たばこ税は１０％以上の増でしたが、固定資

産税が減少し、０．２％の減となりました。 

 アベノミクスは、輸出大企業には大きな恩恵をもたらします

が、地方中小企業には恩恵はなく、格差が広がるだけです。 
下沼田町の田園風景 

市長は、「調査研究を進めてまい

りたい」と消極的な答弁でした。 

つづいて井之川議員は、市長公

約の地元木材資源を利用した産業

の活性化を進めるためには、市域

の約８０％を占める森林資源を活

用する市独自の「林業振興計画」

を策定するとともに、その資源を

森林バイオマスとして有効活用す

ることも重要だと訴えました。 

市長は、「研究してまいりたい」

と消極的答弁でした。（次号へつ

づく） 

 
開会を飾る鼓笛隊 

９月２８日、十王公園で開催。 

９月２７日、園庭で開催。 

熱戦が展開された玉入れ競技 


